（様式１）
岩手県プロフェッショナル人材戦略拠点コーディネーター応募申請書
（令和　　年　月　日現在）

	（ふりがな）　　　氏　名
	
	男・女
	生年月日
	　年　月　日
（　歳）

	現住所
	〒　－


	
	電話：　　　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	E-mail：

	現職
または

経歴
	
	専門分野　または　　経験分野
	次ページで詳細にお尋ねします※

	資格・免許
	名　　　　　称
	取　得　年　月　日

	
	
	年　　　月　　　日

	
	
	年　　　月　　　日

	
	
	年　　　月　　　日

	
	
	年　　　月　　　日

	コンサル業務での売上高
	前々期　　　　　　　　　　　（千円）
	前期　　　　　　　　　　　　　（千円）

	中小企業

支援実績
	年　　月
	支 援 対 象 者
	支　援　内　容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


■スペースが足りない場合は、適宜、拡げてください（全ページ）。

※専門分野（経験分野）について、詳細にお尋ねします。
① あなたの業務経歴は、DX化の取組を３段階（フェーズ）に定義した場合、専門分野はどの段階に該当しますか。該当する段階に、○印をつけるとともに、最低１つの支援具体例を挙げてください。(具体例は想定を含むものでも構いません)
	○
	３段階
	具体例

	
	ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ
	

	
	ﾃﾞｼﾞﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ
	

	
	ﾃﾞｼﾞﾀｲｾﾞｰｼｮﾝ
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② DX人材として、あなたの保有スキルが該当する分野に○印をつけるとともに、各々の支援具体例を挙げてください。(具体例は想定を含むものでも構いません)
	○
	５分類
	具体例

	
	ﾋﾞｼﾞﾈｽｱｰｷﾃｸﾄ
	

	
	ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ
	

	
	ｴﾝｼﾞﾆｱｵﾍﾟﾚｰﾀ
	

	
	ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ
	

	
	UI/UXﾃﾞｻﾞｲﾅｰ
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	勤務可能な日数をご記入ください
	月あたり　〇日勤務可能

	（１）コーディネーターに応募しようと考えた動機について記載してください。

	

	（２）あなたが考える岩手県の中小企業者が抱えるDXに関連する課題とプロ人材拠点の役割について記載してください。

	

	（３）あなたがプロ人材拠点のコーディネーターとして中小企業者に対して行うことができる支援をあなたの強みと共に記載してください。上記②に重複する部分以外を記載。

	


（様式２）
　　令和　　年月日
公益財団法人いわて産業振興センター
理　事　長　　大友　　宏司　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所

申請者氏名　　　　　　　　　　　  印
暴力団排除に関する誓約書
岩手県プロフェッショナル人材戦略拠点コーディネーター（プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業）を応募するにあたり、当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、以下のいずれにも該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
